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序    文 

 

 グアテマラ共和国政府はカリキュラム改編を中心とした教育改革を進めており、「教育の質の

国家・国際基準への適合」「教員養成･研修制度の強化」など 8 つの政策を掲げて国家経済活性化

を目指しています。しかしながら、2001 年に実施された国家児童学習達成度評価プログラムに

よると、児童の成績は全般に低く、深刻な課題となっています。 
 このような状況のもと、我が国は 2002 年より 2005 年まで、パイロット校（4 県合計 16 校、

教員約 300 名、児童約 5000 名）を対象に青年海外協力隊員チーム派遣「初等教育算数指導科学

力向上プロジェクト」を実施しました。同チームは、ホンジュラス算数科指導力向上プロジェク

ト（PROMETAM）の教材を参考にしながらグアテマラのカリキュラムに沿った 1-3 年生の算数

教材（教師用指導書、児童用作業帳）の開発や同教材を活用するための教員研修などの活動を行

い、パイロット校児童の成績の向上など顕著な成果が確認されました。 
 こうした協力成果の一層の拡大・定着を図ることを目的として、同国政府から我が国に対し、

PROMETAM 広域協力の活用を通じた 4-6 年生の算数教材完成と教育省職員等グアテマラ側人材

育成のための支援が要請され、2006 年 4 月より 3 年にわたり「算数指導力向上プロジェクト」

が実施されることとなりました。 
今般、本プロジェクトの中間評価を実施することを目的として、2007 年 7 月に調査団を派遣し、

グアテマラ政府および関係機関との間でプロジェクトの進捗状況の確認と開発援助委員会 5 項目評

価に基づいた評価、今後の方向性に関する協議を行いました。 

本報告書は、同評価調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施にあたって広

く活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 
 

平成 19 年 8 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
 人間開発部長 菊地 文夫 
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地    図 
 

 

 

 
グアテマラシティ（首都）

技プロ対象サイト（4校×1 県、合計 4 校の予定）
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写    真 

 
 

 
 

 

メサ教育省次官との協議。 

GUATEMATICA 教材を使用し

ているドナーや NGO 等との会

合。 

教育省選出、合同評価委員との

評価レポート作成にかかる意見

交換会合。 
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合同調整委員会での、ミニッツ

署名の様子（左から村田団長、

メサ教育省次官、フローレス企

画庁国際協力次長）。 

バリデーション協力校における

GUATEMATICA 教材を用いた

授業の様子（初等教育２年生）。

全 国 配 布 版 1-4 年 生 用

GUATEMATICA 教材（教師用

指導書、児童用作業帳）。 
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略 語 表 

 
略語 正式名 日本語 

CNB Curriculum Nacional Base （グアテマラ）国家カリキュラム 

CIDA Canadian International Development Agency カナダ国際開発庁 

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 

DICADE Dirección de Calidad y Desarrollo Educativo （教育省）教育開発局 

GUATEMA
TICA 

Proyecto de Mejoramiento de la Enseñanza de la 

Matemática en Guatemala 

グアテマラ算数指導力向上プロジェ

クト 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊 

MINEDUC Ministerio de Educación （グアテマラ）教育省 

M/M Minutes of Meetings ミニッツ 

ODA Overseas Development Agency 政府開発援助 

PCM Project Cycle Management 
プロジェクト・サイクル・マネジメ

ント 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス 

PO Plan of Operation 活動計画表 

PROMETAM 
Proyecto de Mejoramiento de Enseñanza 

Técnica en el Area de Matemática 
算数指導力向上プロジェクト 

PRONERE 
Programa Nacional de Evaluación del 

Rendimiento Escolar 
国家児童学習達成度評価プログラム

R/D Record of Discussions 討議議事録 

USAID 
United States Agency for International 

Development 
米国国際開発庁 
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中間評価調査結果要約表 

作成日：2007 年 8 月 15 日 

担当部：人間開発部基礎教育第 2 チーム 

１. 案件の概要 

国名：グアテマラ共和国 案件名：算数指導力向上プロジェクト 
（GUATEMATICA） 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：人間開発部第 1 グループ 

基礎教育第 2 チーム 
協力金額：約 0.7 億円 

(R/D): 2006 年 4 月 1 日～ 相手国実施機関：教育省 協力期間 
2009 年 3 月 31 日（3 年間） 日本側協力機関：筑波大学等 

 
１-１ 協力の背景と概要 

グアテマラ共和国はカリキュラム改編を中心とした教育改革を進めており、「教育の質の

国家・国際基準への適合」「教員養成・研修制度の強化」など 8 つの政策を掲げ、最終的な目

標として地方中小企業強化を通じた国家経済活性化のボトムアップを目指している。優先課

題は「社会的弱者集団」「初等教育の中退率・退学率の減少」「児童の学習の質の改善」「教員

養成・研修システムの構築」「競争世界の中の教育」である。 
 しかしながら、2001 年に実施された国家児童学習達成度評価プログラム（PRONERE）に

よると、児童の成績は全般的に低い（正答率は 3 年生で読み書き 55.29％、算数 46.14％、6
年生で読み書き 48.52％、算数 59.27％）。 

こうした状況のもとで、我が国は 2002 年より 2005 年まで、パイロット校（4 県合計 16 校、

教員約 300 名、児童約 5000 名）を対象に青年海外協力隊（JOCV）チーム派遣「初等教育算

数指導科学力向上プロジェクト（Proyecto de Mejoramiento del Rendimiento Escolar en el Area de 
Matemáticas :通称 GUATEMATICA）」を実施した。同チーム派遣は、ホンジュラスの算数指導

力向上プロジェクト（PROMETAM）の教材を参考にしながらグアテマラのカリキュラムに沿

った 1-3 年生の算数教材（教師用指導帳、児童用作業帳）の開発や、同教材を活用するため

の教員研修などを行った。2005 年 11 月に実施された終了時評価では、パイロット校の児童

の成績の向上など顕著な成果が確認された。 
 上記チーム派遣は 2005 年 12 月で終了したが、グアテマラ政府は、PROMETAM 広域協力

の成果を踏まえ、4-6 年生の算数教材完成と教育省(MINEDUC)職員などグアテマラ側人材の

育成のための支援を我が国に要請し、2006 年 4 月より「算数指導力向上プロジェクト

（GUATEMATICA）」と名づけたプロジェクトが開始された。 
 
１-２ 協力内容 

（１）上位目標 
初等教育の算数指導力が向上する。 
 
（２）プロジェクト目標 
初等教育 1-6 年生算数科の教師用指導書と児童用作業帳が完成する。 
 
（３）成果・活動 
成果１ コアグループの算数教育に関する能力が強化される。 
1) 研修計画を作成する。 
2) 広域プロジェクトが実施する各種研修に参加する。 
3) コミュニケーションネットワークを通じて他の広域対象諸国のコアグループと知識・経験



を共有する。 
4) プロジェクトの進捗状況について定期的に広報・発表する。 
 
成果２-１ 算数 1-6 年生の指導書と作業帳のバリデーション（試用）版が作成される。 
成果２-２ 上記成果２-１のバリデーションが完了する。 
1) カリキュラム分析を行う。 
2) PROMETAM 教材の内容を分析する。 
3) グアテマラの状況に合わせ、バリデーション用の指導書と作業帳を作成する。 
4) バリデーションの計画を作成する。 
5) バリデーション協力校の教員に対して指導書と作業帳の使用法に関する研修を行う。 
6) バリデーション協力校の教員がコアグループの作成した指導書と作業帳を使用して授業

を行う。 
7) バリデーション協力校において調査を行う（授業観察、インタビューなど）。 
8) バリデーション協力校における調査結果を分析する。 
9) 調査結果に基づき指導書と作業帳の内容を改訂する。 
 
（４）投入（評価時点） 
日本側： 
  長期専門家派遣 1 名（算数教育/業務調整） 
  短期専門家派遣 1 名（算数教育） 
  機材供与    0 円（2006 年度） 
  在外活動強化費 682,000 ケッツアル（約 11,057 千円、2006 年度） 
  本邦研修 コアグループ 3 名（2006 年度） 
  広域在外研修 コアグループ 3 名（2006、2007 年度） 
相手国側： 
  コアグループ配置 4 名（2006 年 6 月から 1 名追加） 
  コアグループの給与 
  執務室確保 
  家賃・光熱費・水道代・インターネット料金 
 

２. 評価調査団の概要 

調査者 (担当分野：氏名    職位） 
団  長 ：村田敏雄 JICA 国際協力専門員/人間開発部課題アドバイザー 
算数教育 ：西方憲広 JICA 客員専門員/ホンジュラス PROMETAM 

フェーズ II チーフアドバイザー 
教育計画/協力企画：青木知子 JICA 人間開発部第 1 グループ基礎教育第 2 チーム 
評価分析 ：飯塚謡子 株式会社日本開発サービス 

調査期間 2007 年７月 16 日〜2007 年 8 月１日 評価の種類：中間評価 
 ３. 評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

（１）プロジェクトの成果 

成果１ コアグループの算数教育に関する能力強化 
・ 広域在外研修や本邦研修におけるコアグループの算数知識や指導力を確認する算数力テ

ストの平均点は、研修前・研修後を比較すると研修後がいずれも高くなっている。 
・ 専従コアグループの教材開発能力が強化され、プロジェクト終了までに独自で教材を開

発・改訂できるようになると考えられる。また、2007 年 6 月から教育省より専従コアグ

ループがもう 1 名配置され、教材開発と改訂作業に従事している。 
・ コアグループの研修能力については、コアグループのうち特に 2 名の能力が向上し、プ



ロジェクト終了までに独自で研修を実施する研修技法が身につくと考えられる。 
・ コアグループのうちの 1 名は、教育省とプロジェクトをつなぐ調整役の役割を担ってい

る。 
成果２-１ 初等教育算数科第 1-6 学年の教師用指導書と児童用作業帳のバリデーション版が

作成される。 
成果２-２ 上記成果２-１のバリデーションが完了する。 
・ バリデーション版の進捗状況はほぼ計画通りに進捗している。1 年生と 4 年生について

は、教材の全国配布決定に伴い教材スケジュールが早められた。 
 

 計画 実績 

1 年生 
JOCV チーム派遣で教材作成済み 
改訂作業の計画：2007 年 12 月改訂版完成 

2006 年 11 月改訂版完成

2 年生 
同上 
改訂作業の計画：2007 年 12 月改訂版完成予定 

同左 

3 年生 
同上 
改訂作業の計画：2009 年 3 月改訂版完成予定 

同左 

4 年生 
2006 年 5 月完成 
改訂作業の計画：2007 年 12 月改訂版完成予定 

2006 年 11 月完成 

5 年生 
2006 年 12 月完成 
改訂作業の計画：2007 年 12 月改訂版完成予定 

2006 年 10 月完成 
同左 

6 年生 
2007 年 11 月完成予定 
改訂作業の計画：2009 年 3 月改訂版完成予定 

同左 

 
（２）プロジェクト目標達成状況 

教師用指導書と児童用作業帳の作成の進捗状況については、上記のとおりであり、順調に

進んでいる。プロジェクト終了時までの教材完成は十分可能であると考えられる。 
 
（３）上位目標達成状況 

上位目標の達成について測定するのは時期尚早であるが、以下の試験結果や観察結果から

上位目標が達成される見込みはあると考えられる。 
 
（GUATEMATICA 教材使用校と非使用校についての児童の学力比較テスト結果） 
・ 2006 年におけるバリデーション協力校と非対象校（コントロール校）における児童の算 

数学力比較テスト結果によると、バリデーション協力校が全学年について高い得点とな

った。 
・ JOCV チーム派遣時のパイロット校 4 県 16 校において、2004 年における 1-3 年生につい

ての学力試験結果と 2006 年の同一試験結果によると、2006 年の平均点が向上している。 
・ 2006 年に Valle 大学が GUATEMATICA 教材使用校と非使用校の 1、2 年生について算数

の学力テストをしたところ、どちらの学年においても使用校のほうが学力が高い結果と

なった。 
 
（GUATEMATICA 教材使用校と非使用校についての教師の指導力比較結果） 
・ 2006 年 9 月に実施されたバリデーション協力校 4 校 18 クラスとそれ以外のコントロー

ル校 6 クラスの授業分析結果によると、「発問と指示」と「教材の活用」「児童の活動保

障」「（授業内）モニタリング・評価」「児童の発言尊重」の 5 項目について、コントロ

ール校よりもバリデーション協力校のほうが教師の指導力において肯定的な観察結果が

見られた。 
 



 
３-２ 評価結果の要約 

評価 5 項目の観点から、「高い」、「比較的高い」、「普通」、「比較的低い」、「低い」の 5 段階

で評価した。 
（１）妥当性：高い 
・ プロジェクト目標は教育セクターのターゲットグループのニーズに合致している。グア 

テマラでは算数分野について系統性のある効果的な教科書や指導書が存在していなかっ

たことが算数の学力が低い原因の一つとなっており、教材作成を通じてコアグループの

能力を高めることはコアグループのニーズのみならず、算数分野の教育向上にもつなが

ると考えられる。 
・ プロジェクトの上位目標はグアテマラの国家政策の内容と合致しているといえる。教育

省の教育政策を示した「教育改革デザイン」では、教育改革の重点課題として教育の質

の向上をうたっており、そのなかで教材と教員の質の向上を重点項目として掲げている。 
・ 基礎教育の拡充による人材育成は、ODA 大綱ならびに日本の援助政策と合致している。

また、国際試験においても算数分野で日本は上位であり、算数教育に関する日本の技術

の優位性は高い。さらに、同国においてプロジェクト開始前に既に 1-3 年生の算数教材

を開発しており、教材開発のノウハウが蓄積されていることに加え、PROMETAM の教

材を有効活用している。 
 
（２）有効性：高い 
・ プロジェクトは、PDM と PO に従い順調に進捗しており、プロジェクト終了時までにプ

ロジェクト目標を達成する可能性は極めて高い。 
・ 教材開発能力については専従で教材開発に携わってきた 1 名のコアグループメンバーの

能力が向上し、プロジェクト終了時までには自らカリキュラムに従って教材を改訂する

ことができる見通しである。研修能力についても同教材開発担当者を含んだ 2 名が研修

実施に必要で十分な技術を身につけたと考えられる。また、コアグループのうち 1 名は、

教育省とプロジェクトをつなぐ調整役としての役割を担っている。教材開発については、

上記教材開発専従コアグループに加えて、さらにもう 1 名の専従の教材開発担当者が

2007 年 6 月より配置され、今後のプロジェクト実施体制強化が期待される。 
・ 指導書と作業帳は PROMETAM の教材を参考にしながら、グアテマラの国家カリキュラ

ム（CNB）に配慮して作成された。また、バリデーションを通じて内容の適切性が検証

され、作成・改訂されているので、現状に即した内容が開発されたといえる。 
 
（３）効率性：比較的高い 
・ PROMETAM のリソース（教材、専門家、コアグループ）の活用、ローカルスタッフの

登用、JOCV 時代の機材利用、JOCV との連携など既存リソースを活用してプロジェクト

を効率的に進行させていることは特筆に価し、今後の技術協力プロジェクトの参考にな

ると考えられる。 
・ 専門家と調整チームの資質の高さはプロジェクト成果達成に寄与するために十分かつ極

めて優れていたと評価される。日本側の投入をローカルスタッフ中心にしたことは、プ

ロジェクトの効率化促進に寄与している。しかしながらプロジェクト初期における専門

家の不在、ならびにプロジェクトコーディネーターの配置遅延は、活動に影響を及ぼす

ことになった。 
・ コアグループについてはプロジェクト開始時より、R/D で決定された 3 名全員が配置さ

れた。しかしながら専従で技術移転を受け教材開発や研修を実施できる人数が足りなか

ったことは否めない。本年 6 月より 1 名追加配置された教材開発担当者については、遅

れて配置されたため他のコアグループとの能力の差は否めず、算数の能力向上が必要で

ある。 



・ 予算規模については日本・グアテマラとも適切であったと考えられる。ただしグアテマ

ラ側の電気・インターネット代の支払い遅延がプロジェクト業務実施に支障をきたすこ

とがあり、改善が求められる。 
・ これまでに 2 回の合同調整委員会（JCC）が開催されたが、執務室の拡充や教材開発に

従事するコアグループの追加配置が決定されるなど、プロジェクトの成果達成に貢献し

ている。 
 
（４）インパクト：高い 
・ 1-4 年生までの指導書と作業帳は 2007 年国定教材として教育省独自の予算で印刷・全国

配布され、同教材の使用についての教員研修も実施された。また、2008 年についても同

様に、印刷・全国配布の予算が確保されている（ただし 2008 年は 1-4 年生の作業帳のみ）。

2007 年には全国 14,428 校 29,338 人の教員に対して研修が行われた。ただ、教育省が独

自で実施する教員研修は 4 段階のカスケード方式であり、研修内容の質向上が今後の課

題である。 
・ 2006 年についてはカナダ国際開発庁（CIDA）の資金にて Valle 大学や NGO が、2007 年

については NGO が、学校に対しプロジェクトで開発した教材を配布・使用するととも

に、教員に対して教材の使用法研修を実施している。大学、NGO、民間セクターによる

教材使用法の研修は 816 校に対して実施され、53 名のファシリテーターも養成された。 
 
（５）自立発展性：比較的高い 
・ 2008 年についても GUATEMATICA 教材の印刷・全国配布と教員に対する研修予算が確

保されている。教育省教育開発局（DICADE）の局長との対話によると、2009 年につい

ても予算を手続き中である。大学、NGO、民間セクターにより教材の配布・使用・研修

も実施されている。 
・ 教材開発・改訂は現在コアグループが中心になって行っており、教材改訂マニュアルに

ついても作成された。プロジェクト終了時までには、カリキュラムに従って独自に教材

を開発・改訂し、研修を実施する能力を身に付けられるコアグループメンバーがいる。

ただし、教材開発や研修を実施することができるコアグループについては、自立発展性

確保のために十分な人数が確保されているとはいえない。 
・ 2007 年 9 月に実施される予定の大統領選挙により、コアグループの配置換えが想定され

るほか、政府の教育戦略が変更されてプロジェクトで開発された教材が使用されなくな

る可能性が考えられ、プロジェクトの自立発展性に影響が出ることが懸念される。 
 
３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１） 計画内容に関すること 

・ プロジェクトは既存のリソース（広域人材、ローカル人材、機材、JOCV）を効果的に活

用しつつ進捗している。 
 
（２） 実施プロセスに関すること 
・ バリデーション校選定の際に高い基準を設けて選定した結果、バリデーション対象校の

校長や教員によるバリデーションへの理解と協力が非常に高かった。 
・ 2007 年に、プロジェクト目標を達成するための外部条件となり得るスタンダード（期待

される学力到達目標）が発表されたが、算数教育の短期専門家を派遣し、教材との整合

性の見直しを行うことで対応した。このスタンダードは米国国際開発庁（USAID）の支

援で策定された児童の期待される達成目標である。 
・ プロジェクトで開発された指導書と作業帳は、2007 年教育省予算により国定教材として

1 年生から 4 年生分について印刷・配布された。また、同様に教育省予算により、同教

材の使用法についての現職教員研修が実施されている。 



・ 2008 年度についても同様に教材印刷・配布や教員研修の予算が教育省により確保されて

いる。 
 
３-４ 問題点と問題を惹起した要因 

（１） 計画内容に関すること 
・ 当初専門家配置が予定されていなかったが、実際には予想以上の作業が生じたため

PROMETAM からの専門家や当時のシニア隊員に多大な負担が生じることとなった。 
 
（２） 実施プロセスに関すること 
・ 2006 年については学校の行事などにより、授業観察が計画通りに実施できなかった。2007

年についてはその教訓に基づき実施計画が立てられ、順調に進捗している。 
・ プロジェクトコーディネーターの配置が遅れたため他ドナーの動向についての意見交換

がなされず、USAID が実施するスタンダードについての情報入手が遅れた。 
 
３-５ 結論 

評価 5 項目を基にした評価結果の結論として、本プロジェクトはプロジェクト期間内に当

初の目標が達成される見込みであり、期待された成果を十分に得て成功裏に実施されている

と評価される。プロジェクトはグアテマラの教育セクターのニーズにも合致しており、日本

の国際的な優位性も高く、既存のリソースを有効に活用しながら活動している。また、教育

省の独自予算による教材の印刷・全国配布や教員研修、ならびに大学・NGO 等による教材の

配布と教員研修などが実施されており、正のインパクトについても既に発現している。 
ただし当初計画では日本人専門家の投入予定がなく PROMETAM からの専門家の巡回指導

に頼っていたため、PROMETAM の専門家や当時のシニア隊員に多大な負担を与える結果と

なっており、この点ではプロジェクトの設計に改善の余地があったと考えられる。さらに政

権交代による教育戦略やプロジェクト実施体制の変更の可能性が、自立発展性を脅かす要因

として危惧される。 
 
３-６ 提言 

プロジェクト活動の修正点 
（１） 5・6 年生の教師用指導書と児童用作業帳を迅速に完成させる。 
（２） PDM を変更し、それに伴い PO、実施体制図も変更する。PDM の主な変更点は以下 

 のとおりである。 
・日本人専門家（長期専門家／短期専門家）の派遣を日本側投入として明記する。 
・新しく選出されたコアグループをグアテマラ側の投入として明記する。 
・プロジェクト目標の外部条件として「教育省による教師用指導書と児童用作業帳の印刷・

配布」を明記する。 
・成果１（コアグループの算数能力向上）の指標をより明確にする。 
・コアグループから教育省算数技官（GUATEMATICA 研修講師育成担当技官）に対する研修

を新たな活動として明記する。 
（３） 新しく選出されたコアグループメンバーの算数力向上と併せて、コアグループ全員の 

  能力向上をさらに促進する。 
（４） 上記 PDM 変更の提案により、コアグループが教育省算数技官（GUATEMATICA 研修 

  講師育成担当技官）に対する研修を強化する。 
 
対教育省 
（１） 1 年生から 6 年生までの教師用指導書・児童用作業帳を印刷し、全国配布する。 
（２） 新しいコアグループメンバーを正式にプロジェクトの専従として任命する。 
（３） 教師用指導書・児童用作業帳が確実に全国配布され、教室レベルでのインパクトが発 



   現するよう現職教員に対して GUATEMATICA 教材使用に関する国レベル研修を実施

する。 
（４） 県レベルでも教師用指導書・児童用作業帳が有効に活用されるよう、教育省による継 

  続的な技術支援（フォローアップ）が必要である。 
 
３-７ 教訓 

（１）シンプルなプロジェクト・デザインを心がける。 
 本プロジェクトは教師用指導書と児童用作業帳の教材開発とコアグループの能力開発をコ

ンポーネントとする非常にシンプルなプロジェクト・デザインになっている。そのため、関

係者の意思統一が比較的容易であり、一方向に向かう推進力も高い。さらに、教育協力にお

ける他ドナーとのデマケーションも明確であり、効果的なドナー協調が実践されている。プ

ロジェクト・デザインを可能な限りシンプルにし、質の高い成果品をできるだけ早期に提示

することで、プロジェクト周辺に存在する様々な要素を効果的に活用しつつ、プロジェクト

のインパクトを高めることが可能である。 
 
（２）十分な実施体制を構築する。 
 当初のプロジェクト・デザインによれば、長期専門家を配置せず、ホンジュラスに駐在す

る広域の長期専門家による出張ベースの技術指導と現地コンサルタントによるマネジメント

と技術支援により、プロジェクトを実施することになっていた。しかし、現実にはシニア隊

員が長期専門家の役割を担って技術指導とマネジメントの一部を行わなければならず、技術

指導にかかる広域専門家の負担も増大する一方であった。そのため、JICA 事務所主導で二国

間協力実施体制の整備が行われ、長期専門家が派遣された。専門人材の不足に対応しつつ、

最少の投入で最大の効果を得るべく開始された広域協力ではあるが、同国の経験からは各国

でも独自に技術協力が実施できる体制を構築していく必要性と重要性が明らかになった。 
 
（３）有識者による専門的かつ客観的な教材評価を実施する。 
 今回、中間評価の一環としてプロジェクトで開発された教師用指導書と児童用作業帳の評

価を試みた。しかし、内容については算数教育の専門性を持つ人材にしか評価できず、調査

団に参団した広域専門家による自己評価とならざるを得なかった。開発教材が国定教材とし

て普及している現状を勘案すれば、やはりラテンアメリカ地域の算数教育有識者による専門

的・客観的な教材評価の必要性は高い。少なくともグアテマラのみならず広域協力対象国の

プロジェクトの終了時評価までには、何らかの形でこうした教材評価がなされることが望ま

しく、JICA として一括して教材評価を実施できるよう、何らかの方策を検討する必要がある。 
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第１章 運営指導（中間評価）調査団の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

グアテマラ共和国はカリキュラム改編を中心とした教育改革を進めており、「教育の質の国家・国

際基準への適合」「教員養成・研修制度の強化」など 8 つの政策を掲げ、最終的な目標として地方中

小企業強化を通じた国家経済活性化のボトムアップを目指している。優先課題は「社会的弱者集団」

「初等教育の中退率・退学率の減少」「児童の学習の質の改善」「教員養成・研修システムの構築」「競

争世界の中の教育」である。 

 しかしながら、2001 年に実施された国家児童学習達成度評価プログラム（Programa Nacional de 

Evaluación del Rendimiento Escolar: PRONERE）によると、児童の成績は全般的に低い（正答率は 3 年

生：読み書き 55.29％、算数 46.14％、6 年生：読み書き 48.52％、算数 59.27％）。 

こうした状況のもとで、我が国は 2002 年より 2005 年まで、パイロット校（4 県合計 16 校、教員

約 300 名、児童約 5000 名）を対象とした青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers: 
JOCV）チーム派遣「初等教育算数指導科学力向上プロジェクト」（GUATEMATICA）を実施した。

同チーム派遣は、ホンジュラスの算数指導力向上プロジェクト（Proyecto de Mejoramiento de Enseñanza 

Técnica en el Area de Matemática: PROMETAM）の教材を参考にしながらグアテマラのカリキュラムに

沿った 1-3 年生の算数教材（教師用指導帳、児童用作業帳）の開発や、同教材を活用するための教員

研修などを行った。2005 年 11 月に実施された終了時評価では、パイロット校の児童の成績の向上な

ど顕著な成果が確認された。 

 上記チーム派遣は 2005 年 12 月で終了するところだったが、グアテマラ政府は、PROMETAM 広域

協力を活用し、4-6 年生の算数教材完成と教育省(Ministerio de Educación: MINEDUC)職員などグア

テマラ側人材の育成のための支援を我が国に要請し、2006 年 4 月より「算数指導力向上プロジェク

ト」（GUATEMATICA）と名づけたプロジェクトが開始された。  

 現在、3 年間のプロジェクト実施期間の中間点にあたり、これまでの実績と進捗をレビューし、今

後の活動計画について協議することを目的に、本調査団が派遣された。 

 

１－２ 調査方法 

（１） これまで実施した協力活動について当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成度を

確認し、問題点を整理する。 

（２） 計画達成度を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の

観点から、プロジェクトチーム、グアテマラ側関係者とともに、プロジェクトの目標達成度

や成果などを評価する。 

（３） 上記の評価結果に基づき、プロジェクト終了までの課題や今後の活動計画についてプロジェ

クトチーム、グアテマラ側関係機関と協議し、提言を行う。 

（４） 得られた教訓を取りまとめる。 

（５） 評価・協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 
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１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 派遣期間 所属 

団長/総括 村田 敏雄 7/23-8/1 JICA 国際協力専門員/人間開発部課題アドバイザー 

算数協力 西方 憲広  7/26-8/1 JICA 客員専門員/ホンジュラス PROMETAM 
フェーズ II チーフアドバイザー 

教育計画/ 
協力企画 

青木 知子 7/23-8/1 JICA 人間開発部第 1G 基礎教育第 2T Jr 専門員 

評価分析 飯塚 謡子 
（馬場） 

7/16-8/1 株式会社日本開発サービス 

 

１－４ 調査日程 

 月日 曜日 業務行程 

1 7 月 16 日 月 （飯塚団員 グアテマラ着） 

2 7 月 17 日 火 JICA グアテマラ事務所打ち合わせ 
プロジェクトチームとの協議 
日本人専門家のインタビュー 

3 7 月 18 日 水 プロジェクト調整チームのインタビュー 

4 7 月 19 日 木 コアグループのインタビュー 

5 7 月 20 日 金 バリデーション協力校教員へのインタビュー 

6 7 月 21 日 土 資料分析 

7 7 月 22 日 日  資料分析 

8 7 月 23 日 月 （村田団長、青木団員 グアテマラ着） 
 コアグループのインタビュー 
団内打ち合わせ 

9 7 月 24 日 火 JICA グアテマラ事務所打ち合わせ 
在グアテマラ日本大使館表敬 
教育省表敬、協議 
算数プロジェクトチームとの協議 

10 7 月 25 日 水  バリデーション協力校訪問 
プロジェクトチームとの協議 
大統領候補の教育政策対話会聴講 

11 7 月 26 日 木 （西方団員 グアテマラ着） 
 算数協力に係る他ドナー、NGO 等との意見交換 
評価レポートとミニッツ作成 

12 7 月 27 日 金 評価レポートとミニッツ協議 
合同評価委員との評価レポート協議 

13 7 月 28 日 土 評価レポートとミニッツ協議 

14 7 月 29 日 日  合同調整委員会開催準備 

15 7 月 30 日 月 調査結果取りまとめ 

－2－



 3

16 7 月 31 日 火 合同調整委員会 
ミニッツ署名 
JICA 事務所報告 
大使館報告 

17 8 月 1 日 水 西方団員、飯塚団員 グアテマラ発 
村田団長、青木団員 トトニカパン調査へ 

 
１－５ 主要面談者 

＜グアテマラ側＞ 
○ 教育省（MINEDUC） 

Ms. Floridalma Meza Palma 次官（事業担当） 
Ms. Herminia Reyes de Muralles  教育開発局（DICADE）局長 
Ms. Zully Patricia Molina     次官室アドバイザー 
Ms. Sara Peralta      国内外援助調整局（UCONIME）コーディネーター 
Ms. María Antonieta de Marín   DICADE 研修担当算数技官 
Mr. Gabriel Torres  グアテマラ県教育事務所コーディネーター 
Mr. Miguel Ángel Franco de León  DICADE 副局長 
Mr. José Enrique Cortez Sic DICADE 継続研修コーディネーター 
Mr. Cayetano Salvador Salvador  DICADE 算数技官 
Mr. Alejandro Asituj Simón     DICADE 算数技官 

 
○ 大統領府企画庁（SEGEPLAN） 

Mr. Juan Antonio Flores     副局長 
Ms. Leticia Ramirez     日本担当官 

 
＜日本側＞ 
○ 在グアテマラ日本国大使館 
四之宮 平祐   特命全権大使 
高岡 秀行   経済協力班担当 

 
○ プロジェクト 
中山 恒平   長期専門家（算数教育／業務調整）  

 Ms. Rina Rouanet de Nunez プロジェクト・コーディネーター 
Mr. Daniel Caciá      算数コンサルタント 

 
○ JICA グアテマラ駐在員事務所 
斎藤 寛志      首席駐在員 
坪井 創   企画調査員 
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第２章 プロジェクトの概要 

 

２－１ 基本計画 

名称 算数指導力向上プロジェクト 

協力期間 2006.4.1 – 2009.3.31 

上位目標 初等教育の算数指導力が向上する。 

プロジェクト目標 初等教育 1-6 年生算数教科の教師用指導書と児童用作業帳が完成する。 

期待される成果 

（アウトプット） 

１ コアグループの算数教育に関する能力が強化される。 

２-１ 算数 1-6 年生指導書と作業帳のバリデーション版が作成される。 

２-２ 上記成果２-１のバリデーションが完了する。 

 

２－２ プログラムにおける位置づけ 

 対グアテマラ JICA 国別事業実施計画（2007 年 3 月改定）において、援助最重点分野である「農村

開発の改善」の開発課題「基礎教育の改善」に対応するプログラムとして「基礎教育強化プログラム」

が設定されている。本プロジェクトは基礎教育強化プログラムの中心的スキームとして位置づけられ、

そのほかに小学校教諭の青年海外協力隊派遣が実施されている。 

 

２－３ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

 JICA では、1990 年代前半から、プロジェクト管理手法の一環としてプロジェクト・サイクル・マ

ネジメント（Project Cycle Management: PCM）手法を導入した。PCM 手法において中心的役割を果た

すのは、プロジェクト･デザイン･マトリックス（Project Design Matrix: PDM）と名付けられたプロジ

ェクト計画概要表である。これは「目標」「活動」「投入」などのプロジェクトの主要構成要素や、プ

ロジェクトを取り巻く「外部条件」との論理的相関関係を示したものである。 

 本プロジェクトにおいても、2006 年 3 月の討議議事録（Record of Discussions: R/D）とミニッツ

（Minutes of Meetings: M/M）締結時に PDM を作成し、R/D の付属文書として承認されている。本中

間評価は、R/D と M/M 締結時に作成された PDM に基づいて実施されたが、今般の評価を機に、こ

れまでのプロジェクトの進捗状況、達成度、今後のプロジェクトの進行を想定して、上記 PDM を改

訂し、第 2 版（PDM1）を定めた（５－３参照）。 

 

２－４ 実施体制 

 本プロジェクトのカウンターパート機関は教育省であり、次官をプロジェクトダイレクター、教育

開発局（Dirección de Calidad y Desarrollo Educativo: DICADE）局長をプロジェクトマネージャーとし

た。また、プロジェクトは次官、教育開発局長を筆頭に合同調整委員会（Joint Coordinating Committee: 

JCC）を結成し、プロジェクトの円滑な運営を目的として 1 年に 1 度、もしくは必要に応じて適宜委

員会を開催することとしている。また、教育省の職員 3 名が総括、研修担当、算数教育担当としてコ

アグループを形成し、特に算数教育担当が専従となり、本プロジェクトの中心的活動である指導書と

作業帳の開発に継続的に携わっている。 

－4－



 5

 日本側は「中米・カリブ算数広域協力」の枠組みにおいて本プロジェクトを実施し、基本的には国

内のプロジェクト活動の支援・調整、他国での研修活動の調整を主業務とするプロジェクトコーディ

ネーター、教師用指導書と児童用作業帳の開発・改訂やバリデーション協力校の教員の研修などの技

術的支援を担当する算数教育担当現地コンサルタントなどによる JICA チームを形成し、ホンジュラ

スに駐在する長期専門家と協調しながら計画された活動に対する支援を実施している。 

 

 

第３章  中間評価の方法 

 

３−１ 評価グリッドの作成 

本中間評価は「JICA 事業評価ガイドライン」に準拠して実施し、評価グリッドを作成のうえ、そ

れらをもとにプロジェクト実績と実施プロセスを把握し、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自

立発展性の評価 5 項目の観点から評価した。また、グアテマラ教育省より評価委員 3 名を選出しても

らい、グアテマラ側と合同で評価を実施した（UCONIME コーディネーター：Ms. Sara Peralta、DICADE

研修担当算数技官：Ms. María Antonieta de Marín、グアテマラ県教育事務所コーディネーター：Mr. 

Gabriel Torres）。 

実績・実施プロセス、評価 5 項目の定義は以下のとおりである。 
 
（１）実績・実施プロセス 

１）実績 
PDM の投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度、もしくは達成予測に関する情

報。 
 
２）実施プロセス 

PDM の活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関する様々な情報。 

 

（２）評価 5項目 

評価 5 項目の定義 

妥当性 プロジェクトの目標（PDM のプロジェクト目標、上位目標）が、受益者のニーズと

合致しているか、援助国側の政策と日本の援助政策との整合性はあるか、といった「援

助プロジェクトの正当性」を検討する。 

有効性 

 

PDM の「プロジェクトの成果」の達成度合いと、それが「プロジェクト目標」の達

成にどの程度結びついたかを検討する。 

効率性 

 

プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握する。各投入のタイ

ミング、量、質の適切度を検討する。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる直接・間接的な正負の影響を検討する。

自立発展性 

 

援助が終了した後も、プロジェクト実施による便益が持続されるかどうか、自立発展

に必要な要素を見極めつつ、プロジェクト終了後の自立発展の見通しを検討する。 
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３－２ 評価実施方法 

実績・実施プロセスの確認と 5 項目評価を行うための調査項目について、何をどのように実施した

らよいのか具体的な方法を検討するため、①評価設問、②必要な情報・データ、③情報源、④データ

収集方法について一覧表で示した評価グリッドを作成した（評価グリッドの詳細結果は付属資料「評

価グリッド結果表（和文）」のとおり）。情報・データ収集方法については、下記のいずれかの方法で

実施した。 
 
（１） 文献資料調査 

現地調査前と現地調査時に既存の文献・報告書（事前評価報告書、四半期報告書など）、その他プ

ロジェクトが作成した資料、教育省などから必要な現地情報を収集した。 
 
（２） 質問表による調査 

事前に質問表を作成のうえ、専門家、コアグループ、グアテマラ側評価委員、教育省、バリデーシ

ョン協力校教員、JOCV に配布し、情報収集を行った。 
 
（３） 直接観察 

バリデーション協力校で授業観察を行い、プロジェクトが開発した教材を使用した授業の実施状況

や教材の使用状況などの確認を行った。 
 
（４） インタビュー調査 

プロジェクト関係者（専門家、コアグループ、グアテマラ側評価委員、調整チーム、バリデーショ

ン協力校教員、JOCV など）に対してインタビュー調査を行い、必要な情報を収集した。 
 

 

第４章  計画達成度 

 

４－１ 投入実績 

（１）日本側投入 

プロジェクト開始以来、中間評価までの日本側投入は以下のとおりである（詳細は付属資料「評価

グリッド結果表（和文）」参照）。 

 

１） 専門家派遣 

当初専門家の派遣予定はなく、日本人専門家による投入は PROMETAM からの巡回指導のみに限

られていたが、PROMETAM に 2 名配置されるはずの算数教育専門家のうち 1 名が補充されなかった

こと、カリキュラム分析作業が当初想定されていたよりも重労働であったこと、2006 年に急遽教育

省による教材の全国配布が決定し多忙になったことなどの理由から、長期の算数教育／業務調整専門

家と短期の算数教育専門家各 1 名が派遣された。 
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２） 調整チームの配置 

プロジェクト運営の中心的役割を担うローカルスタッフ計 5 名が配置された。プロジェクトコーデ

ィネーターの配置が 4 カ月程度遅れたほかは当初計画どおりである。 

 

３） 研修員受け入れ 

ホンジュラスで実施された広域在外研修においては 2006 年、2007 年とも各 3 名が（延べ 6 名）参

加、本邦研修についても同様にコアグループ 3 名が参加し、研修員受け入れについては当初計画どお

りの実施となっている。なお、広域在外研修にはコアグループ以外にも日本人専門家、調整チーム、

教育省から参加しており、これらの参加者数は 2006 年が計 3 名、2007 年が計 4 名となっている。 
 
４） 機材供与 

2006 年度、2007 年度についてはこれまでのところ供与実績はない。プロジェクト開始前の JOCV
協力時の機材を有効活用している。 
 
５） 在外事業強化費 

2006 年度の実績額は 682 千ケツアル（2006 年 3 月 31 日時点、約 11,057 千円）となっており、予

算内で支出されている。 
 
６） PROMETAM からの支援 
ホンジュラス PROMETAM 長期専門家による巡回指導は、2006 年度に 3 回、2007 年度には 7 月時

点で 1 回行われており、計画通りの実施となっている。 
 
（２）グアテマラ側投入 

プロジェクト開始以来、中間評価までのグアテマラ側投入は以下のとおりである（詳細は付属資料

「評価グリッド結果表（和文）」参照）。 
 
１） コアグループの配置 

プロジェクト開始時より、R/D で公約されたとおり 3 名のコアグループが配置されている。内訳は

DICADE 副局長（非専従）1 名、DICADE 継続研修コーディネーター（非専従）1 名、DICADE 算数

技官（専従）1 名である。なお、このほか教材開発に従事するメンバーが 2007 年 6 月より専従で配

置されており、中間評価時の JCC にて同人物のコアグループへの正式参加が承認された。 
 
２） JICA 調整チームの執務室（教育省内） 
教育省内に専門家と調整チームの執務室がプロジェクト開始時より準備されている。プロジェクト

側が JCC などで教育省に要請したことにより、より広い執務室が提供された。ただし教育省による

電気代不払いよる停電やインターネット代の不払いによる接続不可が頻繁にあり業務に支障をきた

すことがある。 
 
３） プロジェクト実施に必要な経費 
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教育省は 2006 年についてはコアグループの給与として約 16 千ケツアル（2006 年 3 月 31 日時点、

約 266 千円）、JICA 調整チームの執務室の家賃・光熱費・水道代・インターネット代約 90 千ケツア

ル（同、約 1,459 千円）を負担している。 
 

４） その他の投入実績 
教育省予算にて 2007 年 GUATEMATICA の教材が印刷・全国配布され、それに伴い教材使用につ

いての教員研修も実施された。ただし 5、6 年生についてはプロジェクトが開発する教材の完成が間

に合わなかったため、教育省が同教材を参考に独自で児童用作業帳を作成し配布した。教材の印刷・

全国配布費は約 15,607 千ケツアル（2006 年 3 月 31 日時点、約 253,040 千円）、教員研修は約 16,736
千ケツアル（同、約 271,339 千円）であった。 
 

４－２ 活動実績 

活動実績と活動計画を照らし合わせた結果、ほとんどの活動が当初計画どおりに達成されつつある

ことがわかった（詳細は付属資料「評価グリッド結果表（和文）」参照）。ただしバリデーション協力

校における授業観察については、2006 年度の計画が 53 回だったのに対し 44 回の実施にとどまって

いる。これは学校行事などのイベントが重なり計画通りに実施できなかったためであり、2007 年度

についてはこれらの事態の可能性を加味した計画を作成し、ほぼ予定通りに進捗している。各活動の

詳細な状況は以下のとおりである。 

 
（1－1 活動計画の作成） 
予定通り進捗していることを確認した。 

 
（1－2 広域プロジェクトが実施する各種研修参加） 

2 度の広域在外研修には 3 名のコアグループ全員が参加し、予定通り進捗している。 
 
（1－3 コミュニケーションネットワークを通した広域対象諸国コアグループとの知識・経験の共

有） 
広域在外研修や本邦研修の際に、他国のコアグループと知見や経験を共有しているものの、恒常的

なコミュニケーションネットワークは利用されていない状況にある。 
 
（1－4 プロジェクト進捗状況についての定期的な広報・発表） 

2007 年 7 月時点で、これまでに 3 度プロジェクトの実施と進捗について広報誌が発行されており、

計画通り進捗している。また、広報促進グッズ（シャツ、ステッカー、カバンなど）も作成している。 
 
（2－1 カリキュラム分析） 
当初の活動計画表（Plan of Operation: PO）ではプロジェクト開始時に 1 回だけカリキュラムを見

直すことになっていたが、スタンダードの発表が 2007 年 1 月に行われたのに加え、年間指導計画に

ついても最新版が近々発表される予定であり、2008 年度についても実施することとした。 
 

－8－



 9

（2－2 PROMETAM 教材の内容分析） 
予定通り進捗し終了したことを確認した。プロジェクトが開発している教材はグアテマラのカリキ

ュラムとの整合性を優先して作成されており、PROMETAM 教材については参考にする程度にとどめ

られている。 
 
（2－3 グアテマラの状況に合わせ、バリデーション用指導書と作業帳作成） 
予定通り進捗していることを確認した。 

 
（2－4 バリデーションの計画作成） 
予定通り進捗していることを確認した。 

 
（2－5 バリデーション協力校の教員に対する指導書と作業帳を使用した研修の実施） 
予定通り進捗していることを確認した。 

 
（2－6 バリデーション協力校の教員による指導書と作業帳を使用した授業の実施） 
バリデーション協力校教員へのインタビュー結果によると、プロジェクトが開発した教材をすべて

のバリデーション協力校の授業で日常的に使用している。また、使用中の生徒用教材を確認したが、

日常的に使用されていることがみてとれた。 
 
（2－7 バリデーション協力校における調査） 

2006 年度の授業観察が学校側のイベントと重なったなどの理由で予定通り実施できなかったが、

それ以外は予定通りの実施となっている。 
 
（2－8 バリデーション協力校における調査結果の分析） 

1、4 年生については教育省の教材配布の決定に伴い、前倒しされた。 
 
（2－9 調査結果に基づいた指導書と作業帳の内容改訂） 

1、4 年生については教育省の教材配布の決定に伴い、前倒しされた。 
 
４－３ 活動プロセス 

（１）プロジェクト実施体制 

プロジェクトの実施体制については、コアグループ同様の活動をする専従の教材開発担当者が

2007 年 6 月より配置された。実施体制強化の効果発現についての測定は時期尚早であるが、教材開

発能力を習得中であり、今後の改善が期待される。 
 
（２）PDM、PO に沿ったプロジェクト活動 

プロジェクト活動は PDM と PO に沿って実施され、計画についても専門家、コアグループ、調整

グループ間で情報共有されている。 
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（３）プロジェクト関係者間のコミュニケーションや協力関係 

プロジェクト関係者間のコミュニケーションやデマケーション、情報共有については、当初問題が

生じたものの現在は円滑である。専門家についてはスペイン語が堪能であり、日常的なコアグループ

や調整グループとのコミュニケーションにはまったく困らない。また、当プロジェクトは必要な書類

についてはすべてファイリングしプロジェクト内の関係者が誰でも閲覧できるようにするなど、情報

共有を重視している点は特筆に価する。 
 
（４）効果発現に貢献した要因 

・ プロジェクトは既存のリソース（広域人材、ローカル人材、機材、JOCV）を効果的に活用し

つつ進捗している。 
・ バリデーション校選定の際に高い基準を設けて選定した結果、バリデーション対象校の校長や

教員によるバリデーションへの理解と協力が非常に高かった。 
・ 2007 年になり、プロジェクト目標を達成するための外部条件となり得るスタンダードが発表

されたが、算数教育の短期専門家を派遣し、教材との整合性の見直しを行うことで対応した。

このスタンダードは米国国際開発庁（United States Agency for International Development: 
USAID）の支援で策定された児童の期待される達成目標である。 

・ プロジェクトで開発された 1 年生から 4 年生の指導書と作業帳は、2007 年教育省予算により

国定教材として印刷・配布された。なお、5、6 年生分作業帳についてはプロジェクト開発教

材を参考にしつつ教育省独自に開発され、同様に印刷・配布されている。また、教育省予算に

より、同教材の使用法についての現職教員研修も実施されている。 
・ 2008 年度についても同様に教材の印刷・配布や教員研修の予算が教育省により確保されてい

る。 
 
（５）問題点と問題を惹起した要因 

・ 当初専門家配置が予定されていなかったが、実際には多くの作業が生じたため PROMETAM か

らの専門家やプロジェクトを支援していた当時のシニア隊員に多大な負担が生じることとな

った。 
・ 2006 年については学校の行事などにより、授業観察が計画通りに実施できなかった。2007 年

についてはその教訓に基づき実施計画が立てられ、順調に進捗している。 
・ プロジェクトコーディネーターの配置が遅れたため他ドナーの動向などについての意見交換

がなされず、プロジェクト遂行に大きな影響を与え得るスタンダードについての情報入手が遅

れた。 
 
４－４ 成果達成状況 

成果１ コアグループの算数教育に関する能力が強化される。 
・ 広域在外研修や本邦研修におけるコアグループの算数知識や指導力を確認する算数力テスト

の平均点を研修前・研修後について比較すると、研修後がいずれも高くなっている。なかでも、

教材開発に直接従事しているコアグループ・メンバーのテスト点数の伸び率は著しいものとな

っている。 
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広域研修におけるコアグループの算数力テスト結果 

 事前テストの平均点 事後テストの平均点 

2006 年 35 点（コアグループ 3 名） 42.3 点（コアグループ 3 名） 

2007 年 47.7 点（コアグループ 3 名） 69 点（コアグループ 2 名） 

出所：プロジェクト作成資料 

 

・ 教材開発能力については、専従コアグループ・メンバーについて特に強化されたといえる。2007

年度には、教材改訂マニュアルも作成しており、プロジェクト終了までに独自で教材を開発・

改訂できるようになると考えられる。2007 年 6 月より教材開発と改訂担当の専従人物が 1 名

配置され、上記コアグループ・メンバー同様、教材開発と改訂作業に従事することとなった。 

・ 研修能力については、コアグループのうち特に 2 名の能力が向上し、プロジェクト終了までに

独自で研修を実施する研修技法が身につくと考えられる。 

・ 1 名のコアグループについては、技術移転というよりむしろ教育省とプロジェクトをつなぐ調

整役としての役割を担っている。 

 

成果２－１ 初等教育算数科第 1-6 学年の教員用指導書と児童用作業帳のバリデーション版が作成

される。 

成果２－２ 上記成果２-１のバリデーションが完了する。 

・ バリデーション版の進捗状況はほぼ計画通りに進捗している。1 年生と 4 年生については、教

材の全国配布決定に伴いバリデーション版の作成のスケジュールが早められた。 

 
教材作成の進捗状況 

  計画 実績 

1 年生 JOCV チーム派遣で教材作成済み 
改訂作業の計画：2007 年 12 月改訂版完成 

 
2006 年 11 月改訂版完成 

2 年生 同上 
改訂作業の計画：2007 年 12 月改訂版完成予定 

同左 

3 年生 同上 
改訂作業の計画：2009 年 3 月改訂版完成予定 

同左 

4 年生 2007 年 12 月 2006 年 11 月完成 

5 年生 2006 年 12 月完成 
改訂作業の計画：2007 年 12 月改訂版完成予定 

2006 年 10 月完成 
同左 

6 年生 2007 年 11 月完成予定 同左 

出所：ヒアリング結果をもとに中間評価調査団作成 

 

４－５ プロジェクト目標達成状況 

教員用指導書と児童用作業帳の作成と改訂の進捗状況については、上記のとおりであり、順調に進

んでいる。プロジェクト終了時までの教材完成は十分可能であると考えられる。 
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４－６ 上位目標達成状況 

上位目標の達成について測定するのは時期尚早である。しかし以下の試験結果や観察結果から上位

目標が達成される見込みはあると考えられる。 

 

（GUATEMATICA 教材使用校と非使用校についての児童の学力比較テスト結果） 

・ 2006 年におけるバリデーション協力校と非対象校（コントロール校）における児童の算数学力比

較テスト結果1によると、バリデーション協力校が全学年について高い得点となった。 

 
   2006 年バリデーション協力校とバリデーション非対象校における生徒の算数学力比較テスト結果 

 1 年生 4 年生 

バリデーション協力校 68.6 点 25.2 点 

バリデーション非対象校 52.1 点 9.9 点 

出所：プロジェクト作成資料 

 

・ JOCV チーム派遣時のパイロット校 4 県（サンマルコス、ケツアルテナンゴ、ソロラ、スチテペ

ケス）16 校において、2004 年における 1-3 年生についての学力試験結果と 2006 年の同一試験結

果によると、2006 年の平均点が向上している。 
 

 JOCV チーム派遣時パイロット校における学力試験結果 

2004 年 2006 年  

平均点 児童数 平均点 児童数 

1 年生 49.230 760 62.857 686 

2 年生 37.359 744 46.676 719 

3 年生 16.530 722 33.207 753 

出所：プロジェクト作成資料 

 

・ 2006 年に Valle 大学が GUATEMATICA 教材使用校と非使用校の 1、2 年生について算数の学力テ

ストをしたところ、どちらの学年においても使用校のほうが学力が高い結果となった。同様にこ

れらの学校を対象に国語の試験も実施されたが、こちらについては双方の学校群における明確な

差は証明できなかった。2 

 

 

                                                 
1 バリデーション協力校：プロジェクト対象協力校 4 校、JOCV 協力対象校 16 校 

コントロール校：首都圏 1 校、JOCV 協力対象県 4 校 
2 CIDA の委託。学期の最初と最後に同一試験を実施。 

1 年生 1,218 人（男子 600 人、女子 618 人）事前テスト：使用校 981 校、非使用校 237 校 
1 年生 1,702 人（男子 826 人、女子 876 人）事後テスト：使用校 1,267 校、非使用校 435 校 
2 年生 1,408 人（男子 700 人、女子 708 人）事前テスト：使用校 1,128 校、非使用校 280 校 
2 年生 1,562 人（男子 802 人、女子 760 人）事後テスト：使用校 1,124 校、非使用校 438 校 
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出所：2006 年 Valle 大学「Informe de Escuelas FODE-UVG」 

 

（GUATEMATICA 教材使用校と非使用校についての教師の指導力比較結果） 

・ 2006 年 9 月に実施されたバリデーション協力校 4 校 18 クラスとそれ以外のコントロール校 6 ク

ラスの授業分析結果について、全体の調査項目を「発問と指示」と「教材の活用」「児童の活動

保障」「（授業内）モニタリング・評価」「児童の発言尊重」に分けたところ、指導力向上の結果

は 5 項目すべてにおいてバリデーション協力校に肯定的な観察結果が見られた。 

 

図： GUATEMATICA 教材使用校と非使用校についての教師の指導力比較結果3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
出所：H18 年 10 月 JICA「ホンジュラス国算数指導力向上プロジェクトフェーズ II 短期専門家派遣業務現地業務結果

報告書」 

 

 

                                                 
3 各グラフの棒の意味は以下のとおり。A（青）：肯定的評価、B（赤）：中間的評価、C（白）：否定的評価、n/a（水色）：ナンセン

ス。 

図： Valle 大学による GUATEMATICA 教材使用校と非使用校の算数学力テスト平均点 
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第５章  中間評価結果 

 

５－１ 評価 5項目による評価 

評価 5 項目の観点から、「高い」、「比較的高い」、「普通」、「比較的低い」、「低い」の 5 段階で評価

した。 

 

（１） 妥当性：高い 

・ プロジェクト目標は教育セクターのターゲットグループのニーズに合致している。グアテマラ

では算数分野について系統性のある効果的な教科書や指導書が存在していなかったことが算

数の学力が低い原因の一つとなっており、教材作成・改訂を通じてコアグループの能力を高め

ることはコアグループのニーズのみならず、算数分野の教育向上にもつながると考えられる。 

・ プロジェクトの上位目標はグアテマラの国家政策の内容と合致しているといえる。教育省の教

育政策を示した「教育改革デザイン」では、教育改革の重点課題として教育の質の向上をうた

っており、そのなかで教材と教員の質の向上を重点項目として掲げている。 

・ 基礎教育の拡充による人材育成は、ODA 大綱ならびに日本の援助政策と合致している。また、

国際試験においても算数分野で日本は上位であり、算数教育に関する日本の技術の優位性は高

い。さらに、JOCV の協力により同国においてプロジェクト開始前に既に 1-3 年生の算数教材

を開発しており、教材開発のノウハウが蓄積されていることに加え、PROMETAM の教材を有

効活用している。 

 

（２） 有効性：高い 

・ プロジェクトは、PDM と PO に従い順調に進捗しており、プロジェクト終了時までにプロジェ

クト目標を達成する可能性は極めて高いといえる。 

・ 教材開発能力については、専従で教材開発に携わってきた 1 名のコアグループ・メンバーの能

力が向上したといえる。現在は同人物が中心となって教材を改訂中であり、プロジェクト終了

時までには独自にカリキュラムに従って教材を改訂することができる見通しである。また、研

修能力についても同教材開発担当者を含んだ 2 名が研修実施に必要で十分な技術を身につけ

たと考えられる。コアグループ・メンバーのうち残りの 1 名については、技術移転というより

むしろ教育省とプロジェクトをつなぐ調整役としての役割を担っている。教材開発については、

コアグループ同様の活動をする専従の教材開発担当者が 2007 年 6 月より配置され、今後のプ

ロジェクト実施体制強化が期待される。 

・ 指導書と作業帳は PROMETAM の教材を参考にしつつも、グアテマラの国家カリキュラム

（Curriculum Nacional Base: CNB）に配慮しつつ作成された。また、バリデーションを通じて

内容の適切性が検証され、教材が改訂されているので、現状に即した内容が開発されていると

いえる。 

・ プロジェクト目標達成のための促進要因として、バリデーション対象校における校長や教員の

－14－



 15

バリデーションへの理解と協力が非常に高かったことが挙げられる。また、プロジェクトによ

る教材作成に多大な影響を及ぼす可能性があるスタンダードについて、算数教育の短期専門家

が教材との整合性の見直しを行うことで対応したことが、プロジェクト目標達成のためのもう

一つの促進要因として挙げられよう。 

 

（３） 効率性：比較的高い 

・ PROMETAM のリソース（教材、専門家、コアグループ）の活用、ローカルスタッフの登用、

JOCV 時代の機材利用、JOCV との連携など既存リソースを活用してプロジェクトを効率的に

進行させていることは特筆に価し、今後の技術協力プロジェクトの参考になると考えられる。 

・ 専門家とコーディネーションチームの資質の高さはプロジェクト成果達成に寄与するために

十分かつ極めて優れていたと評価される。日本側の投入をローカルスタッフ中心にしたことは、

プロジェクトの効率化促進に寄与している。 

・ しかしながら、プロジェクト初期における専門家の不在、ならびにプロジェクトコーディネー

ターの配置遅延は、プロジェクト初期の活動に影響を及ぼすことになった。当初専門家の派遣

予定はなく専門家の技術支援は PROMETAM からの巡回指導だけになっていたが、

PROMETAM に 2 名派遣される予定であった算数教育専門家が 1 名しか派遣されていないこと

もあり、PROMETAM 専門家の業務量の負担は相当なものとなった。さらに当時のシニア隊員

（現長期専門家）がプロジェクトの教材作成や調整業務をボランティア的に行うことになり、

シニア隊員としての本来業務に支障をきたすこととなった。また、プロジェクト開始時のプロ

ジェクトコーディネーターの配置遅延により、その間のドナーをはじめとする関連機関からの

情報収集が行われず、スタンダードについての情報入手が遅れた。 

・ コアグループについてはプロジェクト開始時より、R/D で決定された 3 名全員が配置された。

しかしながら専従で技術移転を受け教材開発や研修を実施できる人物については人数が足り

なかったことは否めない。本年 6 月より 1 名追加配置された教材開発担当者については、遅れ

て配置されたため他のコアグループとの能力の差は否めず、算数の能力向上が必要である。 

・ 予算規模については日本、グアテマラとも適切であったと考えられる。ただしグアテマラ側の

電気・インターネット代の支払い遅延がプロジェクト業務実施に支障をきたすことがあり、改

善が求められる。 

・ これまでに 2 回の JCC が開催されたが、執務室の拡充やコアグループへの教材開発担当者の追

加配置が決定されるなど、プロジェクトの成果達成に貢献している。 

 

（４） インパクト：高い 

・ 1 年生から 4 年生までの指導書と作業帳は 2007 年国定教材として教育省独自の予算で印刷・

全国配布され、同教材の使用についての教員研修も実施された。2008 年度についても同様に

予算化されている（ただし 2008 年度は 1-4 年生の作業帳のみの印刷・配布である）。2007 年に

は全国 14,428 校 29,338 人の教員に対して研修が行われた。ただし教育省が独自で実施する教

員研修は 4 段階のカスケード方式であり、研修内容の質向上が今後の課題である。 
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・ 2006 年についてはカナダ国際開発庁（Canadian International Development Agency: CIDA）の資

金にて Valle 大学や NGO が、2007 年については NGO が、学校に対しプロジェクトで作成した

教材を配布・使用するとともに、教員に対しては教材の使用法について研修を行っている。大

学、NGO、民間セクターによる同教材を使用した研修は 816 校に対して実施され、ファシリテ

ーター53 人の養成も行われた。 

 

（５） 自立発展性：比較的高い 

・ 上位目標はプロジェクトの効果が継続すれば達成するものと見込まれる。 

・ 上記のように 2008 年についても GUATEMATICA 教材の印刷・全国配布と教員に対する研修予

算が確保されている。DICADE の局長との対話によると、2009 年についても予算を手続き中

である。大学、NGO、民間セクターにより教材の配布・使用・研修も実施されている。 

・ 教材改訂は現在コアグループが中心になって行っており、教材改訂マニュアルについても作成

された。プロジェクト終了時までには少なくとも一部のコアグループ・メンバーについてはカ

リキュラムにしたがって独自に教材を改訂し研修を実施する能力を身に付けつつある。現在行

われている教育省の組織改編後も、コアグループが継続してプロジェクト活動に従事すること

が確認された。ただし教材開発や研修を実施できるコアグループ人材については自立発展性確

保のためには十分な人数が確保されていないと考えられる。 

・ 2007 年 9 月に実施される大統領選挙により、コアグループの配置換えが予想されるほか、政

府の教育戦略が変更されてプロジェクトで開発された教材が使用されなくなる可能性が考え

られ、プロジェクトの自立発展性に影響が出ることが懸念される。 

 

５－２ 結論 

評価 5 項目を基にした評価結果の結論として、本プロジェクトは期待された成果を十分に得て成功

裏に実施されていると評価される。プロジェクト期間内に当初の目標が達成される見込みであること

が中間評価で確認された。プロジェクトはグアテマラの教育セクターのニーズにも合致しており、日

本の国際的な優位性も高く、既存のリソースを有効に活用しながら活動している。また、教育省の独

自予算による教材の印刷・全国配布や教員研修、ならびに大学・NGO 等による教材の配布と教員研

修などが行われており、正のインパクトについても既に発現している。 

ただし当初計画では日本人専門家の投入予定がなく PROMETAM からの専門家の巡回指導に頼っ

ていたため、PROMETAM の専門家や当時のシニア隊員に多大な負担を与える結果となっており、こ

の点についてはプロジェクトの設計に無理があったと考えられる。さらに政権交代による教育戦略や

プロジェクト実施体制の変更の可能性が、自立発展性を脅かす要因として危惧される。 

 

５－３ PDM、PO、実施体制図の改訂 

中間評価調査結果を受け、よりプロジェクトの現状に即した PDM 第 2 版（PDM1）が提案された。

さらに、PDM1 への変更に伴い PO、実施体制図も変更され、中間評価時の JCC において、これらを

今後の運営管理・評価ツールとすることが関係者間で合意された（PDM1、変更後の PO、及び新実
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施体制図の詳細はミニッツ ANNEX I、II、III 参照）。 

PDM の改訂点は以下のとおり。 

 

（１） 日本人専門家の追加 

プロジェクト計画時には専門家投入予定はなかったが、その後プロジェクト活動を強化するため長

期専門家（算数教育／業務調整）と短期専門家（算数教育）各 1 名を追加したので、日本側の投入と

して PDM1 に反映した。 

 

（２） コアグループ・メンバーの追加 

教育省は専従の教材開発担当者を 2007 年 6 月より配置しており、以来同人物はコアグループ同様

の活動に従事している。PDM1 には同人物を正式なコアグループ・メンバーとして追加記載した。 

 

（３） 外部条件の追加 

プロジェクトの自立発展性を確保するため、上位目標達成の外部条件として、「教育省による継続

的な指導書と作業帳の印刷・配布」を追加記載した。 

 

（４） 指標の明確化 

成果 1 の指標をより明確化にするために指標の文言を「研修におけるコアグループの結果」とした。 

 

（５） 活動の追加 

プロジェクトの自立発展性を確保するため、活動 1－5 として「指導書と作業帳の使用について、

GUATEMATICA のトレーナーズトレーナーに対する研修の実施」を追加した。 

 

 

第６章  提言と教訓 

 

６－１ 提言 

プロジェクト活動の修正点 

（１） 5･6 年生の教員用指導書と児童用作業帳を迅速に完成させる。 

（２） PDM を変更し、それに伴い PO、実施体制図も変更する。PDM の主な変更点は以下のとおり

である。 

・ 日本人専門家（長期専門家／短期専門家）の派遣を日本側投入として明記する。 

・ 新しく選出されたコアグループをグアテマラ側の投入として明記する。 

・ プロジェクト目標の外部条件として「教育省による教員用指導書と児童用作業帳の印刷・

配布」を明記する。 

・ 成果１（コアグループの算数能力向上）の指標をより明確にする。 

・ コアグループから教育省算数技官（GUATEMATICA 研修講師育成担当技官）に対する研修

－17－
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を新たな活動として明記する。 

（３） 新しく選出されたコアグループ・メンバーの算数力向上と併せて、コアグループ全員の能力

向上をさらに促進する。 

（４） 上記 PDM 変更の提案により、コアグループが教育省算数技官（GUATEMATICA 研修講師育

成担当技官）に対する研修を強化する。 

 

対教育省 

（１） 1 年生から 6 年生までの教員用指導書・児童用作業帳を印刷し、全国配布する。 

（２） 新しいコアグループ・メンバーを正式にプロジェクトの専従として任命する。 

（３） 教員用指導書・児童用作業帳が確実に全国配布され、教室レベルでのインパクトが発現する

よう現職教員に対して GUATEMATICA 教材使用に関する国レベル研修を実施する。 

（４） 県レベルでも教員用指導書・児童用作業帳が有効に活用されるよう、教育省による継続的な

技術支援（フォローアップ）が必要である。 

 

６－２ 教訓 

（１） シンプルなプロジェクト・デザインを心がける。 

 本プロジェクトは教師用指導書と児童用作業帳の教材開発とコアグループの能力開発をコンポー

ネントとする-非常にシンプルなプロジェクト・デザインになっている。そのため、関係者の意思統

一が比較的容易であり、一方向に向かう推進力も高い。加えて、教材開発以外の活動（教材の印刷・

配布、教材普及に必要な教員研修など）について、教育省の高いコミットメントと強いオーナーシッ

プを引き出すことに成功している。さらに、教育協力における他ドナーとのデマケーションも明確で

あり、効果的なドナー協調が実践されている。以上より、プロジェクト・デザインを可能な限りシン

プルにし、質の高い成果品をできるだけ早期に提示することで、プロジェクト周辺に存在する様々な

要素を効果的に活用しつつ、プロジェクトのインパクトを高めることが可能である。 

 

（２）十分な実施体制を構築する。 

 当初のプロジェクト・デザインによれば、長期専門家を配置せず、ホンジュラスに駐在する広域の

長期専門家による出張ベースの技術指導と現地コンサルタントによるマネジメントと技術支援によ

り、プロジェクトを実施することになっていた。しかし、現実には JOCV シニア隊員が長期専門家の

役割を担って技術指導とマネジメントの一部を行わなければならず、技術指導にかかる広域専門家の

負担も増大する一方であったため、JICA 事務所主導でグアテマラと二国間協力実施体制の整備が行

われた。現在はプロジェクトを統括するプロジェクトコーディネーター、算数教育を指導する長期専

門家と現地コンサルタント、教材編集を担当する IT 技術者、会計・コーディネーター補助・秘書業

務を行うアシスタント、これにカウンターパート 4 名（うち専従 2 名）を加えた現地 10 名体制とな

っている。これに広域本体と JICA 事務所による強力な支援が加わって初めてプロジェクトの実施が

可能になっている。 

こうした実施体制が組まれたことにより、順調な教材作成と教育省やドナー協調による教材普及が

－18－
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効果的に実施されるようになったといえよう。特に教育省の主要な地位を経験し、国内の教育関係者

に幅広いネットワークを持つプロジェクトコーディネーターの存在は大きく、教材普及に向けた教育

省・他ドナー・現地 NGO との各種交渉やプロジェクトを取り巻く問題解決に向けて関係機関との調

整を行うといった本来業務にとどまらず、ドナー会議の議長を担うなどグアテマラにおける JICA の

プレゼンスの向上に大きく貢献している。そのため、長期専門家はカウンターパートの技術指導に多

くの労力を割くことが可能になり、広域専門家の負担を軽減すると同時に教材開発が順調に進捗する

ようになってきている。 

専門人材の不足に対応しつつ、最少の投入で最大の効果を得るべく開始された広域協力ではあるが、

同国の経験からは各国でも独自に技術協力が実施できる体制を構築していく必要性と重要性が明ら

かになった。なお、プロジェクトで働く主要な現地コンサルタントは、これまで JICA の教育協力に

何らかの形でかかわってきた人材であり、実施体制が極めて戦略的に組まれてきたことは特筆に価す

る。 

 

（３）有識者による専門的かつ客観的な教材評価を実施する。 

 今回、中間評価の一環としてプロジェクトで開発された教師用指導書と児童用作業帳の評価を試み

た。しかし、内容については算数教育の専門性を持つ人材にしか評価できず、調査団に参団した広域

専門家による自己評価とならざるを得なかった。しかも、評価項目の判断基準をグアテマラの以前の

算数教科書や PROMETAM 教材に置かざるを得ず、その特徴を明らかにするとともに今後の改訂へ

の提言をまとめることは可能であるものの、算数科教材としての完成度測定が極めて難しいことが判

明した。教材評価基準は将来的に広域協力対象国で作成された教材を比較することが可能になるよう、

様々な考察を加えて精緻化の過程にある。 

しかし、開発教材が国定教材として普及している現状を勘案すれば、やはりラテンアメリカ地域の

算数教育有識者による専門的・客観的な教材評価の必要性は高いのではないだろうか。少なくとも同

国のみならず広域協力対象国のプロジェクトの終了時評価までには、何らかの形でこうした教材評価

がなされることが望ましく、JICA として一括して教材評価を実施できるよう、何らかの方策を検討

する必要があるのではないだろうか。 

－19－
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